
第３章 我が国のグローバル経済戦略と対外経済政策 

 

 第１章、第２章を通じて、①世界を震撼させた金融危機がどのようして起こり、それがどのように実体経済に波及

していったのか、②金融危機前の日本経済がどうなっており、金融危機が日本経済にどのような衝撃を与えたの

か、そうした中での日本の活路はどこにあるかについて見てきた。 

世界同時金融危機の衝撃は、世界を覆い、我が国にも甚大な被害をもたらしている。しかし、これまでも日本は、

「開国と明治維新」「敗戦と戦後改革」という２度の危機を乗り越えてきた。 

 私たちは、この二世紀の間に、二度の危機的状況を経験しました。そしてその都度、自らの生き方を転換

し、かつ驚異的な成功を収めたのが日本の歴史です。一度目は、開国と明治維新です。鎖国で取り残された

我が国は、殖産興業にかじを切りました。そして、急速な工業化を達成し、非西欧諸国として唯一、列強の仲

間入りをしました。二度目は、敗戦と戦後改革です。焼け野原になった我が国は、軍国主義を捨て、経済重視

に転換しました。そして、世界第二位の経済大国になるとともに、安全で平等な社会を創りました。 

（第171回国会における麻生総理大臣施政方針演説より抜粋） 

また、それ以降も、日本は「ニクソン・ショック」「石油危機」「プラザ合意後の円高」「バブル崩壊」「アジア経済危

機」など様々な危機を克服してきた。２度の石油危機を通じて、産業構造はエネルギー多消費型から省エネ型へ

と劇的に転換され1、円高不況を通じて、企業は事業再構築の痛みを伴いつつも製造業は海外に拠点を構築す

るなど企業の国際展開が一気に進んだ。それぞれの場面で日本は果敢に危機に立ち向かい、「ピンチをチャン

スに」してきたわけである。 

 今回の世界同時不況は「100 年に１度」の経済危機といわれる。しかし、危機だからこそ、今回の危機を通じて、

2002 年から 2007 年の景気回復期には見過ごされてきた日本経済の構造的課題に我々は気づくことができるの

であり、その要因についても研究を進めることができる。問題に気づかなければ対処は始まらない。西欧には「問

題が何かがわかれば半分解決したと同じ」ということわざがあるが、我々が今できることは、今回の金融危機の教

訓を活かし、産業構造を転換していくとともに、より強靱な経済体制を構築することであり、先達が乗り越えてきた

ように、我々自身がこのピンチをチャンスにしていくことである。 

本章では、今回の経済危機を受け、日本が今後どのように進むべきかの針路と、そのために対外経済政策が

何をなし得るのかについて提示する。 

 

第１節 対外経済政策の方向性 

 第１節では、今回の世界金融危機・経済危機を踏まえた我が国経済の今後の針路、危機に立ち向かうための対

外経済政策の役割について考察するとともに、企業、市民、大学等研究機関、マスコミなど「オールジャパン」が

一体となって日本や世界の課題解決に取り組む必要性について述べる。 

 

                                                      
1 1975年から1985年までの10年間を見ると、日本経済は成長しているがエネルギー消費量は増加しておらず、「消
費エネルギーを増やさない経済成長」を実現した。 

 今、三度目の変革を迫られています。急速な少子高齢化、新たな格差や不安、資源や環境の制約。そして、

時代にそぐわなくなった社会のシステム。これらを乗り越えなければなりません。試練を乗り越えたときに、人

は成長します。混乱を乗り越えたときに、社会が進化します。危機は、むしろ飛躍するための好機でもありま

す。 

（同上） 
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１．グローバル経済の中の日本の姿 

(1)下がり続ける日本経済の世界シェア ～ 世界第３位の経済大国へ 

第2章で見たように、今時金融危機前までは輸出主導による戦後最長の景気回復をしていたにもかかわらず、

日本経済の世界におけるシェア（比率）は低下している。我が国GDPの世界に占めるシェアは、一時は米国に次

いで約18％を占めていたが、1995年以降年々低下して2008年には8％にまで落ち込んでおり、今後もさらに低

下を続けることが見込まれる2。IMF は、2010 年には中国が名目ＧＤＰで日本を抜くと予測するなど、日本の「世界

第２位の経済大国」としての地位も残りわずかとなっている3。また、国民の豊かさを示す指標の一つである１人あ

たり名目GDPも、OECD加盟国中で３位（2000年）から19位（2007年）と急落している。ＩＭＤ（国際経営開発研究

所）の国際競争力ランキングにおいても、日本の総合順位は調査が開始された 1989 年から 5 年連続で１位だっ

たものの、その後徐々に順位を落とし、1998年に20位になって以降2008年は22位と、20位前後を推移してい

る4。日本経済を取りまく環境は今後さらに厳しさを増すことが予想され、経済活動の量的拡大から質的向上への

転換が求められる中、今ここで現状を打破するための改革に着手しなければ、国力はさらに低下していく恐れが

ある。世界的な金融危機・経済危機に直面する我が国は、今回の危機をむしろ「我が国産業・社会構造の問題」

の本質を改めて考える好機として捉え、単なる「短期の景気回復」に止まらない中長期的な戦略プログラムに着手

すべきである。 

第3-1-1-1図 各国の名目GDPの世界経済に占める比率 

 

資料：IMF「World Economic Outlook Apr.2009」。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
2 IMF Data Base より。21世紀の世界経済の成長率は平均約4％。世界経済成長率以上の成長率を日本が達成し
ないかぎり、世界経済におけるシェアの低下は止まらない。 
3 2009年中に日中逆転が起こる可能性もある。中国が年率８％の経済成長を遂げ、日本の経済成長率が前年比
-3.5％以下となった場合など。 
4 2009年の順位（2009年5月20日発表）では、日本の順位は17位に上昇した。 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

各国の名目GDPの世界経済に占める比率

米国

日本

中国

予測 

341



第3-1-1-2図 主要国の１人あたり名目GDPのOECD諸国内順位 

 

資料：内閣府。 

(2)グローバリゼーションの波 ～ 一体化する世界 

 第２章で見たように、今回の景気後退の主因の一つは、日本経済が米国を中心とした輸出依存構造になってい

たこと、かつ輸出以外に需要を支える柱を持たなかったことによるものであった。 

 景気後退それ自体は、世界経済の失速に対する迅速な生産調整の結果でもあり、社会的なセーフティネットが

十分であるならば、日本経済の柔軟性を示すものであるとの見方もある。世界経済が回復すれば、国際的に高い

競争力を持つ産業は、再び輸出を回復することができるだろう。循環型の問題は時間とともに快方に向かう。世界

的同時不況は確かに問題ではあるが、深刻なのはむしろ構造的な問題である。 

すなわち、日本経済にとっての本質的な問題は、過去 10 年以上にわたり日本に押し寄せてきたグローバリゼ

ーションの巨大な波、その波に今後いかに立ち向かうかにある。 

2009年4月の日本の人口は約１億2600万人。1年で13万6,000人減少（１日あたり400人近く減少）している

が、2009年4月の世界の人口は約67億7,000万人。１年で8,000万人（１日あたり約20万人）ずつ増えている。

この世界の約68億人のうち、冷戦が崩壊する前までは、そのごく一部、いわゆる西側先進国（当時で約９億人）の

みが世界の主要な消費市場（製品の販売先）とされていた。しかし、冷戦崩壊後、旧ソビエト連邦諸国や中国、イ

ンド等がこの世界市場に加わり、アジア、アフリカ、中南米を含めた全世界の経済が、米国を中心とする一つの市

場に統合されていった。経済的に鎖国をしている国を除き、いまや世界のほとんどが一つの市場を形成している

といってよいだろう。 

グローバリゼーション（Globalization：グローバル化）とは、世界の国々が一つの世界市場に統合されていくこと

であり、経済や社会などのさまざまな側面で進行している「地球規模での相互作用・相互交流の深まり」である。

世界の多様な文明・文化が、人や物や金の移動を通じて日常的に接触するという、現代社会が迎えた文化的・歴

史的に新たな段階としてとらえることもできる。 

 

(3)経済のグローバル化 ～ 市場メカニズムの地球的拡大 

 経済のグローバル化とは、「さまざまな経済主体（企業など）による経済性の追求が地球規模で可能になること」

を意味するが、市場経済メカニズムが地球規模で機能することにより、資源はより効率的に生産できる企業で使

われるようになり、世界全体の生産性は上昇して、世界経済は持続的に発展するとされている。すなわち、世界

各国に新しい国際的な分業構造が形成されて、競争の促進と産業の発展をもたらす。中国は世界市場への統合

に最も成功した例であり、本格的に対外開放した1979年以降、30年で一人あたりGDPは約10倍に上昇し、貧

困人口は５億人以上減少している。また、アフリカ諸国も、近年世界平均を上回る年率５％の成長を遂げている。

いわば、世界の国々で同じように「努力が報われる」社会に近づいているともいえる。 
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 一方で、市場経済メカニズムのもつ負の側面も、世界的に拡散する。すなわち、世界経済の一体化は、世界経

済の同調性を高め世界同時不況のリスクを高める。先進諸国では、IT（情報技術）により産業の高度化が進行す

るものの、同時に産業の空洞化による失業率の増加やデフレーションが発生するおそれがあり、一方、新興国で

は、アジア通貨危機等にみられるような国際資本の逃避による経済危機の発生、国内産業構造の急激な変化に

よる貧富の格差の増大などの問題も発生するおそれがある。また、市場経済メカニズムにより、資源配分は効率

的になるが、公平になるとは限らない。食料価格が暴騰して貧困国に餓死者が出ても、市場メカニズムはこれを

防ぐ倫理規範を内在しない。 

 

(4)経済のグローバル化が国内経済に及ぼす３つの影響 

 グローバル化により経済的な「国境の壁」が崩れ、国内経済が世界経済と一体となると、具体的に何が起こるの

か。具体的には以下の３つが指摘されよう。 

①「ヒト」「モノ」「カネ」の移動 ～ すべてがつながり移動する 

ヒト：2007年の旅行等による国外移動者数は全世界で11億人。（世界人口の6人に1人の割合であり、OECD

加盟国では2人に1人となる。） また、米国には毎年100万人以上が移民として流入している。 

モノ・サービス：身の回りの日用品の多くは中国、東南アジア等から。サービスもハンバーガー、コーヒーのよう

な外食産業から生命保険まで外国企業によるものがあふれている。船便は２～3週間で日米間をコンテナ船で結

び、航空便なら東京からニューヨークに翌日配送もできる。 

カネ：世界の貿易量は年間17兆ドル（2007年）、世界のGDP総額は年間約55兆ドル（2007年）だが、外国為

替取引量は年間1460兆ドル（2007年）。貿易量の約86倍、GDPの約27倍である。日本の上場企業の外国人株

主比率は約3割（27.6％：2007年）であり、外国人株主比率が50％を超える企業も多い。 

②資本の論理の貫徹 ～ モノに対するカネの優位 

 今回の世界金融危機を挙げるまでもなく、モノの生産の増加率を上回るスピードでカネが増加し、カネの流れ

は資本移動となって会社経営権等にも影響を与える。いわば、私的所有権の根幹である財産権、その体現であ

るカネが世界的に激しく移動し、株価の変動、通貨の変動等を通じて各国の経済のみならず政治・社会にも影響

を及ぼしている。 

③均一化し平ら（Flat）になる世界 ～ 一物一価の法則 

「Winner takes all（勝てば総取り）」により、世界市場では勝者となった多国籍企業が世界中で同じ製品・サービ

スを提供する。世界のどの国にも同じようにコーラやハンバーガー5、コーヒーが売られる。ちょうど地方都市が戦

後の経済成長の過程で個性を失い「ミニ東京化」したの同様に、世界の都市は同じような姿に近づき、都市住民

の生活も均一化してくる。 

また、「要素価格均等化定理6」が働き、さまざまなモノやサービス（要素）の値段が国際的に等しくなっていく

（世界的な一物一価の法則）。ガソリン価格は同じ町内でもガソリンスタンドによって異なるが、ネット通販では日

本のどこから注文しても配送料以外は同じ価格になり、世界的なネットオークションサイトである「eBay」7では、世

界中で取引がなされる。実体経済でも、中国で作った同じ製品が、日本の100円ショップと米国の１ドルショップ、

韓国の1000ウォン（約77円）ショップに配送され、米国のIT技術者の賃金はインドのIT技術者の賃金に次第に

                                                      
5 マクドナルドは1社で毎日118カ国の5800万人の顧客にハンバーガーを販売している。（同社ホームページより） 
6 ヘクシャー・オリーンの定理ともいう。 
7 世界最大のオンライン売買のコミュニティーであり、利用者は約8800万人、2008年に取引された売買は約600
億ドル（約6兆円）に達するとされている。 
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近づいていき、日本人の労働者の賃金も同じ作業をする中国の労働者の賃金に次第に近づいていく8。例えば、

労働賃金の低い中国で作れるモノは、中国製品の価格に世界中の製品の価格が近づいていく9。 

 

(5)日本の経験する初めてのキャッチアップ ～ 「追いつかれ追い越される」時代 

 日本がこうしたグローバリゼーションの大波を受けるのは、今回が初めてではない。鎖国から開国に転じた 150

年前もそうであったし、60 年前の終戦後の占領時代もそうであった。だが、今回のグローバリゼーションは、日本

が初めて体験する「他国からのキャッチアップ」である。これまで「追いつき追い越せ」でやってきた日本が、初め

て「追いつかれ追い越される」立場に立たされている。中国企業、韓国企業との国際競争に、日本は一部で追い

つかれており、既に追い越されている分野もある。 

 これは、ちょうど 1970年代から 80年代に欧米が経験した「追いつかれ追い越される」を、今度は日本が経験す

る番になっているのだともいえる。当時の欧米は、伝統的な製鉄業や自動車産業が不況に陥り、時計やカメラ等

の精密機械はほぼ全滅するなど日本製品の輸出により多くの産業が衰退し、米国では怒った市民が日本車をハ

ンマーで打ち壊すという映像がテレビで何度も放映された。だが、こうした経験を通して、欧米諸国は新しい「国

のかたち」を必死に模索し、ベンチャー企業の創出や、情報通信技術（IT・ICT）・金融工学等によるイノベーショ

ンにより再び成長を遂げてきた。 

いま日本は、こうした欧米諸国がかつて一度受けたのと似た試練を経験しつつある。「追いつき追い越せ」の時

代には明確であった目標とすべき国家の将来像＝「この国のかたち」は、価値観の多様化に伴い輪郭を失いつ

つある。 

コラム３０ 歴史的「円安」の影響 

 今回輸出が大幅に伸びたのは、歴史的水準の円安によって日本の産業界が「ゲタ」をはいていたことも大きい。

日本銀行の作成した「実質実効為替レート」を見ると、2000年以降大幅な円安が進み、2007年には1985年のプラ

ザ合意以前の円安水準まで円が弱くなっていたことが見て取れる。これが世界的な好景気による需要の拡大と相

まって、日本の輸出を過去最大（2007年で84兆円）に押し上げ、輸出依存度も過去最高（2007年で16.3％）を更

新した。 

コラム第30-1図 実質実効為替レートの推移 

 

資料：日本銀行「実質実効為替レート」。 

                                                      
8 東京からパソコンメーカーに電話すると、中国の大連にあるコールセンターのオペレーター（中国人）が日本

語で回答してくれるなど。 
9 ただし、英国の経済誌Economistが作成する「ビッグマック指数」によれば、マクドナルドのビッグマックは、
安い国（マレーシア）では5.5リンギット（約1.5USドル）で売られているのに対し、高い国（スイス）では6.5
スイス・フラン（約5.6USドル）で売られるなど、４倍近い開きが未だ存在する。 
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注：実質実効為替レートとは 

「実質実効為替レート」とは、特定の２通貨間の為替レートだけでは分からない対外競争力を、単一の指標で総

合的に捉えようとするものである。 

一口に「円高」と言っても、円が米ドルに対してのみ上昇している場合と、多くの他通貨に対して上昇している

場合（「円の独歩高」の場合）とでは、日本の価格競争力、貿易収支等に与える影響が異なる。このため、円と主

要な他通貨間の為替レートを、日本と当該相手国・地域間の貿易ウエイトで加重幾何平均し、基準時点を決めて

指数化する形で「名目実効為替レート」を算出する。さらに、対外競争力は、為替レートだけでなく、物価の変動

によっても影響を受ける。例えば、日本の名目実効為替レートが不変でも、貿易相手国・地域の物価上昇率が日

本の物価上昇率を上回っている場合には、日本の相対的な競争力は好転する。こうした点を考慮に入れた物価

調整後の実効為替レートを「実質実効為替レート」という。 

 

(6)均一的な社会から多様性のある社会へ ～ イノベーションは差別化から 

以前は優れた各国の先進事例を学び、その優れた海外の商品やビジネスモデルを取り入れれば、得意のカイ

ゼンで日々のコストは下がり性能は向上することから、十分に世界の市場で競争することができた。だが、「追い

つかれ追い越される」時代にあっては、労働力の安い国でできるのと同じ商品を作ったのでは価格競争で勝負

にならない。いかに労働力の安い他国に作れない商品やサービスを生み出せるか（＝差別化）が勝負であり、日

本の将来は他国には真似のできない世界最高品質の商品やサービス（ナンバーワン）、独創的で個性的な商品

やサービス（オンリーワン）を常に生み出せるかどうかにかかっている。 

今後は、価格競争で量（市場占有率＝シェア）を競争するのではなく、どのように質（利益）を生み出せるかで

勝負をすべきといえよう。業界ナンバーワンを売上高ではなく利益額で認知するのが当然な社会となることが望

まれる。日本の品質が世界一になったのは、トップ経営者から現場の労働者1人1人までが品質に対する高いモ

ラルを持ち、ＱＣサークル等を通じて科学的に品質改善を日々コツコツと積み上げた努力の賜物である。品質で

世界一になれた日本であれば、利益で世界一になることも決して夢ではない。「経営の神様」と呼ばれた故・松下

幸之助氏は以下のような言葉を遺している10。 

 

「利益というものの尊さ」 
 
「利益というものは尊いものである。 
どっちの字を取ってみても悪い意味は少しも含まれていない。 
それは自分をうるおすだけでなく、人をうるおし世の中を潤す。 
またそれには大きな可能性が含まれている。 
 
世の中は利益を求めて動いていると言っていい。 

                                                      
10 松下翁は、以下のような言葉も遺している。 
「薄利多売は全く資本主義経済の欠陥の現れであって、社会性のない、独りよがりの方策である。薄利多売は、

言い換えれば低賃金ということであり、低賃金で生産し薄利で多く売れば、その企業は一時的には儲かるかも知

れないが、大勢の人々を貧困にし、業界を混乱させ、国を貧しくさせることは必定である。我々は断固として、

この基本的な誤りを是正する働きをしたい。厚利多売と高賃金が当然となったとき、我が国にも、アメリカの繁

栄と肩を並べら得る社会が実現すると思う。薄利多売は一人を富ませて他のものすべてをたおすものである。

我々の方策である厚利多売から生まれるものは、豊かな消費であり、豊かな生産であり、富める社会の実現であ

る。」 
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その中には精神的な利益というようなものも、もちろん含まれている。 
商業や事業をやっていて利益を上げないのは罪悪である。 
そういう事業なり商売は結局長い間にはダメになる。 
それは自分をダメにするだけでなく、社会に迷惑をかけずには置かない。 
正しい意味の利益とは必ず社会に還元される性質を持っている。 
そこに立脚していれば、利益を主張することは、少しもやましいことではない。」 
 

(7)多様性のある日本 ～ みんなちがってみんないい11 

ではいかに「社会に還元される利益」を得るのか。グローバル化であらゆるものが均一化する国際社会だから

こそ、「均一でない」ことに価値が生まれる。四季の自然の豊かさや世界各国の食材があふれるといった物質的な

多様性だけでなく、働き方にも生き方にも多様な機会が認められ、尊重される。そうした多様性のある日本であっ

てこそ、世界における日本独特の魅力・価値が生み出され、未来を拓く力となるといえよう。 

 

コラム３１ 顧客のニーズにあった差別化  

日本には約300兆円の消費市場と約1500兆円の個人金融資産があり、消費者の需要をうまく取り込むことが重

要である。経済危機下でも、さまざまな差別化の工夫により収益を確保できている企業も多い。 

例えば、静岡県富士市の吉原商店街にある小さな果物店「杉山フルーツ」は、ほぼ毎日東京の市場に店長が

自ら仕入れに行き、箱で買ったらすべて中の果物を外に出して痛んだものを除いてまた箱に詰めるなど、「価格

は高いが間違いない」商品を提供することで顧客の信頼を得て成長を続けている。また、富山県の日本最古のラ

ムネ飲料メーカー「トンボ飲料」は、動物園限定販売のフローズンゼリー飲料の開発や、クリスマス用のシャンメリ

ー（ノンアルコール発泡性飲料：国内シェア第1位）など、大手が手がけないニッチ（隙間）のマーケットで成功し

ている。 

中村ブレイスは、島根県の山の中にある義肢装具のメーカーで、中村俊郎社長が「10年後には、日本の人々

にとってなくてはならない会社になろう。そして20年たったら世界の人にとってなくてはならない会社になろう。」

と 1974年に創業した会社である。耳や鼻、指や義手、義足など、弱者にやさしい、人間の尊厳を高め守ることに

役立つ製品を作り続けている12。 

コラム第31-1図 不況下でも元気な企業の例 

 

                                                      
11  金子みすゞ「私と小鳥と鈴と」より 金子みすゞ著作保存会 
12 「日本で一番大切にしたい会社」（2008）坂本光司 あさ出版 より 
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コラム３２ 付加価値（利益）を生むビジネスモデル 

日本の産業の生産性が低いのは、飽和した国内市場において売上高獲得競争が行われ、 

輸入物価の下落と相まって価格引下げ競争が起こっている（デフレスパイラル）との指摘もある。IT の導入などに

より生産性を上げ、安く製品やサービスを供給できるようになることは日本全体の付加価値を高めるが、単なる価

格引下げは、供給企業から家計へ利益を移転するものの日本全体の付加価値は高まらない。逆に、生産性を高

める原資（元手）となる企業収益を損なうことから、中長期的には経済全体にマイナスとなるおそれがある。 

高品質の商品であっても、過剰供給のもとでは値崩れを起こし、いわゆる「豊作貧乏」になってしまう。競争そ

れ自体は、新商品開発やサービスの改善を生み、望ましいものであるが、同一商品の価格引き下げ競争は、理

論的には企業の利益がゼロになるまで止まらない。日本の産業全体が「豊作貧乏」とならないよう、商品・サービ

スの差別化を進めるとともに、高収益を上げるための仕組みづくり（ビジネスモデルの構築）の研究が必要である。 

 具体的には、例えば、以下のようなビジネスモデルが考えられる。 

１）コア技術を押さえて高収益を得る 

２）システムインテグレーション部分を押さえて高収益を得る 

３）国際サプライチェーンを拡大して調達の効率化を行った上で、高収益を得る 

４）歴史に裏付けされた文化や成熟した消費文化を元に、トレンド発信と一体化した世界進出を行い高収益を

得る（ブランド利益モデル） 

５）コピーやエレベーターなど最初に納入する価格を安くし、消耗品やアフターサービスで高収益を得る（イン

ストール・ベース・利益モデル） 

６）富裕層向けハイエンド市場を前提とした「高スペック・高価格」に加えて、「ミドルスペック・低価格」の製品・サ

ービスを展開（「ボリュームゾーン」を獲得）し、販路の拡大やロジスティックスの効率化を行った上で高いロットを

確保し高収益を得る（製品ピラミッド利益モデル13） 

 

コラム３３ テレワークでオンリーワンの地域づくり ～ 「自律する個人」が元気の源 

ICTを活用した地域振興策が期待されて久しい。地域情報化施策はICT基盤の整備や基盤利活用の推進、地

域における ICT 人材の育成など多岐にわたって取り組まれてきた。一方で、遠隔医療や保健指導の実証的研究

も進められており、高度ICT利活用国家として着実に進歩しているといえるだろう。 

こうした動きの一方で、個人ベースでの ICT 利活用のスタイルも様変わりしている。これまで個人は主として商

品・サービスを消費する立場で認識されることが多かったが、個人の資格で在宅ワーカーとして業務を請け負っ

たり、商品・サービスの開発から販売促進に至るマーケティング・プロセスに積極的に関わる生活者がクローズア

ップされている。在宅ワーク、eコマースやアフィリエイトも、ICTを活用して時間や場所にとらわれずに働くいわゆ

るテレワーク14であろう。 

 福島県いわき市を拠点とするいわきテレワークセンターの「ふるさとマルシェ」は、「テレワーカーの行動力が地

域を元気にする」という発想で、人・情報が集まる地域情報プラットフォームづくりをめざしている。

                                                      
13 エイドリアン・J・スライウォツキーによれば、利益を生むビジネスモデルは21種あり、製品ピラミッド利益
モデルはその１つとされる。製品のピラミッド（ラインアップ）のうち、低価格が揃っていないと、競争相手は

ピラミッドの底辺に参入し、そこで力を得て頂上を目指し始める。スライウォツキーは、60年代の後半、もしフ
ォードやＧＭが「利益が出せるようにデザインされた」低価格ブランドを構築していたら、米国市場での日本車

の躍進は10年は遅れたに違いない、と指摘している。（「プロフィット・ゾーン経営戦略」（1999）エイドリア
ン・スライウォツキー＆デイビッド・モリソン：ダイヤモンド社） 
14 テレワークとは情報通信技術（ICT）を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な働き方をいう。 
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（http://www.furusatomarche.com/index.php?main_page=index） 

同サイトの特徴は３つある。 

１つめは、「お客さまセンター」である。「あなたが欲しい情報や商品を探します。何でも相談してください」と個

別の要求に対応する。生産者はよりよいモノづくりに注力し、受注・発注業務から商品発送手配・入金管理までの

ワンストップサービスはお客さまセンターが代行する、という役割分担が、地域力を下支えしている。 

２つめは、「ふるさとマルシェ」をとりまく関係者間のダイナミックなコラボレーションである。生産者・販売事業者

（商品・素材提供、生産者紹介）、テレワーカー（情報作成・更新等、対面販売・紹介販売等）、地元企業（開発・DB

管理）、U ターン、I ターン組（情報取材・ブログ）、リタイヤ組の個人（情報探索・地域人脈開拓・交渉、対面販売、

紹介販売等）などさまざまな個人が協働・参加できる仕組みを作っている。  

３つめは、商品力である。すべての商品は「安心・安全で健康によい、しかもほっぺたが落ちるほど美味しい」

を基準に、「ここでしか購入できない商品、地域季節商品、共同で開発した商品」など、オリジナル性の高い商品

群、地域（福島県や東北）にゆかりのある人脈でつながっている。 

 

～世界とつながる地域のテレワーカー～ 

ふるさとマルシェは、ギリシアのクレタ島産のオリーブオイルや、タイ産の 100%ロイヤルゼリーなど海外の優れ

た商品の提供へと拡大を続けている。たとえば、オリーブオイルの販売代理店のオーナーは、元ワイン会社の社

長で、「ギリシアには、日本に知られていない世界一の産品がある」とアピールし、サイトで扱うようになった。本人

は、千葉県四街道市に住み、東京にもオフィスを構え、自らテレワークでビジネスを行っている。 

在宅ワーカーが活躍できる社会が実現するためには、官庁や企業から業務を受注し、在宅ワーカーに業務を

分配するエージェントの存在が欠かせない。先の「ふるさとマルシェ」を運営するいわきテレワークセンターは、

在宅ワーカーを指導育成し、業務の発注まで行う 1994 年発足したテレワーク・エージェントの草分け的存在でも

ある。このほか、沖縄では、インターネットを活用した“バーチャルオフィス”を構築し、全国の在宅スタッフをネット

ワークする企業として、安里香織氏が代表を務める「オフィスかりさら」（http://www.karisara.com/）があり、北海道

には、田澤由利氏が代表を務める「ワイズスタッフ」（http://www.ysstaff.co.jp/）がある。さまざまなインターネットサ

ービスを手がけるとともに、オホーツクエリアの集客及び観光客誘致活動にも関わり、契約者スタッフは国内だけ

でなく海外にも広がっている。 

こうしたテレワーク・エージェントや、バーチャルなＷｅｂ上に新たな市場を作り出そうという試みは全国で行わ

れている。企業規模、年齢性別、過去の実績など、これまで制約要因だと思われていた条件が、新たな経済活動

のフィールドでは、容易に突破できる可能性がある。 

かつて近江商人は、天秤棒を肩に自分の足で市場を開拓した。そこから天秤棒一本あれば行商をして千両を

稼ぎ財をなす｢近江の千両天秤｣という言葉が生まれた。近江商人の末裔が、近代日本を支えた総合商社の源流

であることは、つとに知られるところである。現代にも、ネットワークに接続された一台のパソコンから新たな市場

創造に挑む老若男女のテレワーカーたちが商社の役割を担いながら活動を広げている。「個」の魅力が増幅され、

文化の均一化から多様性へと、テレワークによるオンリーワンの地域づくり、知識基盤型経済の胎動が始まってい

る。 

 

コラム３４ 寛容な社会、効率的な社会、幸福な社会 

敗戦後の日本が焦土から「奇跡の復興」を遂げたことは、多くの途上国の人々に希望を与えた。1988 年から

2000年までは、１人あたりのＧＤＰでも米国を凌駕した（1998年の景気後退期を除く）。安物の代名詞だったMade 

in Japanは、今では高品質の象徴になっている。 
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  戦後の経済成長の過程で、日本社会はどんどん効率的になった。工場には次々と機械が導入され、電車は

秒単位で正確に運行され、ムリ・ムダ・ムラは削られていった。経済成長、社会の効率化と言い換えても良いだろ

う。 

一方、近代化によって、社会の多様性と寛容性は失われていった。「Winner takes all.（勝てば総取り）」で、最も

効率的なシステム・サービスが日本全国で採用されるため、日本中で同じような商品やサービスが提供されるよう

になり、地域の伝統文化や街並みも姿を消していった。同時に、地域のコミュニティーも失われ、昭和 30 年代の

東京を描いた映画「ALWAYS 三丁目の夕日」15（中国・台湾では「幸福的三丁目」）にあるような牧歌的で寛容な

社会も失われていった。 

  グローバリゼーションにより、新興国がいま日本と同じ道を歩もうとしている。人々は豊かさを求め、効率性を求

めて、忙しい毎日を送るようになった。グローバリゼーションは、ちょうど水の上で大きな丸太を転がしているような

もので、誰かがその転がすスピードを上げると、自分も同じスピードで転がさないかぎり丸太から振り落とされてし

まう。 

  今回の金融危機を引き起こしたいわゆるウォールストリートの「マネー資本主義」は、まさに効率性の象徴であ

った。世界的な投資資金は、より効率的な運用を求めた結果、リスクが低く利回りがよいと評価された米国住宅投

資証券に殺到したのである。金融立国である英国が、１人あたりＧＤＰで 2004 年に日本を抜きかえしたのは、「も

のづくり」より「マネーゲーム」の資本効率が良かったことを象徴している。 

  日本は、「効率的であり、かつ多様な社会」を目指すことができる。すでに生産工程は少品種多量生産から他

品種少量生産に変化しており、サービスも多様化して一人一人にあった旅行プランなどもネットで予約できるよう

になった。日本社会の世界最高レベルの効率性と社会の多様さ・寛容さが両立し、一人一人の個性が尊重される

「幸福な社会」を創ることは決して不可能なことではない。これは、公害やエネルギー問題を克服した日本の新た

な挑戦であり、グローバル化・近代化により社会のアイデンティティーを失いつつある世界の国々への貢献でも

ある。 

コラム第34-1図 効率的で多様・寛容な社会へ 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
15 配給：東宝株式会社 
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２．対外経済政策の方向性 

（１）「未来開拓戦略」と「アジア経済倍増へ向けた成長構想」 

麻生総理は、４月９日に「世界的な大きな調整が避けられない中で、ひとり日本だけが、旧来型品目の輸出に

依存した、そういう成長軌道に復帰することは、もはや現実的ではない」として、新たな成長戦略＝未来開拓戦略

を発表した。そして、「低炭素革命で世界をリードできる国」「安心・元気な健康長寿社会」「日本の魅力発揮」の３

本の柱を「日本の強みや特徴を生かせる分野」として、官民による集中的な投資と、それを促す大胆な制度改革

を実行することを宣言している。具体的には、2020年には、実質ＧＤＰを120兆円押し上げ、400万人の雇用機会

を創出するとしている。（特に当面３年間で、累計約40兆円～60兆円の需要と140万人～200万人の雇用の創出

を実現16。） 

第3-1-2-1図 新たな成長戦略 ～ 未来開拓戦略 ～ 

新たな成長戦略 ～未来開拓戦略～

① 低炭素革命で世界をリードする国

② 安心・元気な健康長寿社会

③ 日本の魅力発揮

2020年の目指す将来像

【2020年】
国内総生産（GDP） 120兆円増
戦略分野で雇用創出 400万人

【当面３年間（累計）】

需要創出 40～60兆円
雇用創出 140～200万人

＜低炭素革命で世界をリードする国＞

①太陽光世界一プラン
②エコカー世界最速普及プラン
③低炭素交通革命
④資源大国実現プラン

＜安心・元気な健康長寿社会＞

⑤30万人介護雇用創出プラン
⑥地域医療再生プラン
⑦医療技術イノベーションプラン

＜日本の魅力発揮＞

⑧農林漁業潜在力活用プラン
⑨ソフトパワー発信プラン
⑩日本の「底力」の強化

１０大プロジェクト

①
 

同時に、麻生総理は、同日のスピーチの中で、①広域インフラの整備、産業開発、制度改善等を一体的かつ計

画的に進めることで、周辺地域や幅広い産業の飛躍的な発展を進める「アジアの成長力強化」、②構想を具体化

するための、鉄道や陸路などの基幹インフラ、発電所、工業団地などの関連インフラ、産業開発計画、資金調達

の仕組み、通関制度などの改善等につき東アジア・ＡＳＥＡＮ経済研究センター（ＥＲＩＡ）において「アジア総合開

発計画」を策定（ＡＳＥＡＮ、インドを中心に、アジアには５年間で約 70 兆円のインフラ需要があると予測されてい

る）、③セーフティネットの整備や教育の充実によりアジアの中間層の消費を拡大、等によりアジアの経済規模を

2020年に倍増するという「アジア経済倍増へ向けた成長構想」を発表した。 

 未来開拓戦略が、今後の「この国のかたち」のありようを示すものだとすれば、「アジア経済倍増へ向けた成長

構想」は、今後日本が世界、とりわけアジアの中でどのように進むべきかを示す我が国のグローバル経済戦略あ

                                                      
16 「未来開拓戦略」（平成21年4月17日策定）別紙１（経済産業省試算）参照。これらの諸係数は、種々の不確
実性を伴うため、相当な幅をもって理解される必要がある。 
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るいは対外経済政策の基本的視点を示すものである。 

 

（２）対外経済政策の「３つの視点」 

近年の経済社会環境の変化を踏まえれば、我が国のグローバル経済戦略あるいは対外経済政策の基本的な

３つの視点として重要なのは、「国内外の新たな市場の開拓」「変化に対応する強靱な経済構造の構築」「世界の

課題国家を目指す」の３点であると考えられる。すなわち、まず現下の厳しい状況を克服するためには、財政措

置により内需の減少を補いつつ、景気の着実な回復と経済全体の底上げを図る＝新たな市場を開拓し「パイを増

やす」取組が必要である。また、世界経済全体の不確実性が高まっているなかで、様々な危機に日本経済が迅

速かつ柔軟に対応できるようにする＝「パイを守る」ための取組も必要である。さらに、国際社会の抱える問題に

対し我が国が積極的に貢献し、かつその貢献を日本の力とできるような経済構造の構築、世界と日本の win-win

（ウィン・ウィン:どちらも得をする）の「課題解決型国家」を目指す必要がある。 

 

①国内外の新たな市場の開拓 ～ １人当たりGNI＝パイを増やす 

 国富（GNI:国民総所得）の確保は、私たちの健康で文化的な生活のための基盤である。2006 年に経済産業省

が策定した「新経済成長戦略」では、今後１０年間で１人当たり実質国民総所得が年率 2.5％程度で増加すると想

定しており、その場合2004年度と比較して 2015年度の１人当たり所得は約３割増加すると試算している17。 

 GNI は、内需＋外需（純輸出）＋所得収支＋交易利得の合計であることから、それぞれをいかに増やすかを考

える必要がある。 

 

コラム３５ GNI とは？ ～ 国民総生産（GNP）から 国民総所得（GNI）への変更 

 国の経済活動を測るためのモノサシは、国際的には「国民経済計算」または「SNA：System of National 

Accounts」と呼ばれている。SNA は、一国の経済の状況について、生産、消費・投資といったフロー面や、資

産、負債といったストック面を体系的に記録することをねらいとする国際的な基準、モノサシであり、企業が財

務諸表を作成する際の規則「企業会計原則」に相当する会計原則である。 

日本では、国連の勧告に沿って、国内総生産（GDP）について、経済の分析可能性を高める観点から、いく

つかの変更をしている。93SNA では、これまでの 68SNA で利用されていた GNP（国民総生産）の概念がなく

なり、同様の概念として、GNI（国民総所得）が新たに導入された。これまで広く使用されてきた GNP は、国内

で生み出された付加価値（GDP）から海外へ支払う所得を除き、代りに海外から受取る所得を加えるため、GDP

＋海外からの純所得＝GNP となる。しかしながら、この式から分かるとおり、GNP は生産測度というよりも、もと

もと所得測度として捉えられるべき性格のものである。 

そこで、93SNA では、68SNA における GNP が所得測度である点を明確にするために、GNI（国民総所得）

と定義し直し、GNI は各経済主体が（海外からも含めた）受け取った所得の総計とした。なお、名目 GNP

（68SNA ベース）は名目GNI（93SNA ベース）と同一となるが、実質化にあたり、従来の実質GNP には輸出入

の実質的な数量差による純輸出は含まれるものの、輸出入価格（デフレーター）の差によって生じる所得の実

質額（＝交易利得）はカウントされていなかったため、93SNA では、所得を実質化する際に、「交易利得」を加

えることで新たな調整を行い、国民が受取った実質的な所得をより的確に表すこととなった。 

  定義式 

                                                      
17 「新経済成長戦略」2008年改訂版でも同様。ただし、経済環境が変化しうることを想定し、試算は「ある程度
幅をもって考えるべきもの」として提示されている。 
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（名目） 名目GNP（68SNA）＝名目GDP＋海外からの所得の純受取＝名目GNI（93SNA） 

（実質） 実質GNP（68SNA）＝実質GDP＋海外からの所得の純受取（実質） 

    実質GNI（93SNA）＝実質GDP＋交易利得＋海外からの所得の純受取（実質） 

 

(a) 内需の開拓 

 内需を考える際には、フロー（１年間の国内総生産）とストック（国民資産・負債残高）の双方から考える必要があ

る。欧米では、第１章第２節で見たように、住宅価格の下落により個人消費が大幅に縮小したが、日本においても

同様に資産の増減は消費に大きな影響を与えることが考えられるためである。 

 まず、ストックを見ると、最新の数字である平成 19 年末の国民資産残高は 8,427.7 兆円（前年末比 121.6 兆円

（1.4％）減)と、５年振りに減少となった。これを非金融資産と金融資産に分けると、非金融資産は 2,544.3 兆円（前

年末比 29.0 兆円（1.2％）増）、金融資産は 5,883.5 兆円（同 150.5 兆円（2.5％）減）となった。なお、家計の金融資

産は 1,503.6兆円（同62.0兆円（4.0％）減）となっている。 

 一方、平成19暦年末の負債残高は5,633.3兆円（前年末比185.6兆円（3.2％）減）となった。国富（資産から負債

を差し引いた正味資産に相当）は、平成19年末には 2,794.5兆円（前年末比64.1兆円（2.3％）増）と、2年連続の

増加となった。 

第3-1-2-2図 国民資産残高の推移 

 

 
資料：内閣府。 

 次に、フローを見ると、平成19年度の名目ＧＤＰ（支出側）の前年度比は＋1.0％となり、５年連続のプラスとなっ

た。実質ＧＤＰ（支出側）の前年度比は＋1.9％となり、６年連続のプラスとなった。 
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第3-1-2-3図 ＧＤＰの構成要素 

 
資料：内閣府。  

ここで注目すべきは、実質純固定資産において、住宅資産が減少していることである。これは、2007 年度につ

いては改正建築基準法の影響等によるものだが、第２章で分析したように、今回の景気回復過程では民間住宅

投資が進んでいないことが見て取れる。 

 1986 年の「前川リポート」18でも住宅対策が内需拡大の最大の柱とされているように、また「新生活空間倍増プラ

ン」（1999）で「住空間は豊かな国民生活のみならず、消費、労働等国民のあらゆる経済活動を通じた活力ある我

が国経済を支える最も基本的な要素」とされているように、住環境の整備は時代を超えた我が国の重要な課題で

ある。しかしながら、民間住宅投資の名目GDP構成比は、1970年代平均の 7.0％、80年代の 5.3％から、2007年

度では 3.2％と大幅に減少している。人々の暮らしを豊かにし、内需を拡大するためにも、引き続き生活空間を倍

増させるための取組が必要である。 

 また、内需を増加させるためには、GDPの 57％を占める民間最終消費支出が伸びる必要があるが、年金不安・

雇用不安等が消費を抑制しているともいわれており、こうした社会的セーフティネットの充実を官民一体となって

進めることが内需回復には不可欠である。また、民間最終消費支出を伸ばすためには、イノベーションによる新

たな商品・サービスの供給やサービス業の生産性拡大も必要であり、海外企業との連携による優れた資源の取り

込み（バイオ、金融、デザイン等）や、海外高度人財の活用（アジア人財資金構想、経済連携協定（EPA）、の締結、

テレワークの推進等）も進める必要がある。 

 内需の拡大には、日本人の消費だけでなく、海外からの旅行者の増加や外国からの対内直接投資の増加も有

効である。こうした海外のパワーを呼び込むためには、①国内の魅力発信、②ビジネス環境の整備、特にアジア

の「ハブ」としての機能強化（物流、金融、人財、情報、文化等）が求められる。 

 

 

                                                      
18 前川リポート（1986）より 
（１）住宅対策及び都市再開発事業の推進 
 住宅政策の抜本的改革を図り、住宅対策を充実・強化する。特に、大都市圏を中心に、既成市街地の再開発に

よる職住近接の居住スペースの創出や新住宅都市の建設を促進する。併せて都市機能の充実を図る。 
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(ⅰ)外国企業の受入れ 

 2008 年 12 月、日本を外国企業にとって魅力ある進出先・投資先とするため、政府として「対日直接投資加速プ

ログラム」を改定した。具体的には以下を進めることとしている。 

① 域の活性化 
 ・複数の自治体による広域連携での外資誘致活動の支援 

 ・既存進出外資企業の地域への再投資・２次投資の促進 

②投資環境の整備 

 ・ファンドの効果的活用（対話の促進、ファンド協議会の活性化等） 

 ・Ｍ＆Ａを通じた中小企業を含めた国内企業の事業継続・再生、海外事業展開などに資するような外資誘致 

 ・海外人材の受入拡大（「アジア人財資金構想」の実施等） 

 ・医療機器の審査迅速化アクションプログラムの実行 

 ・航空自由化、羽田空港の更なる国際化及び大都市圏国際空港の 24時間化の促進 

 ・法人実効税率の在り方の検討 

 ・外資規制の在り方についての包括的検討 

 ・買収防衛策の在り方についての報告書の周知徹底  

③積極的な広報 

 ・首長等によるトップセールス、対日投資セミナーの開催 

 

 

(ⅱ)外国人観光客の誘致 

 平成22年に外国人旅行者数を1000万人とするとの目標に向け、日本の観光魅力を海外に発信するとともに、日

本への魅力的な旅行商品の造成を支援する「ビジット・ジャパン・キャンペーン」を官民一体となって推進している。

具体的には、 

①訪日旅行者数の多い12の国・地域19を対象にキャンペーンを実施。 

②認知度向上（海外のＴＶＣＭ等で我が国の観光魅力を発信するなど） 

③誘客（海外旅行会社の日本への招請、訪日旅行商品の共同広告など） 

また、このほか、①外国人旅行者の受入れ体制の整備（公共交通機関における外国語表示を進めるなど）、②

国際会議の開催・誘致なども行っている。 

 

(ⅲ)SWF等の呼込み 

 経済産業省は、中東の資金を日本に呼び込むべく、ミッションを３月に派遣した。欧米のみならずアジアにも資

金を向けたいと考えている中東諸国がある一方、技術はあるがリスクマネーが不足している日本のベンチャー企

業やファンドがある。経済産業省と日本貿易振興機構（JETRO）は、この両者のビジネスマッチングを図るため、官

民合同ミッションをＵＡＥとサウジアラビアに派遣し、対日投資誘致フォーラムを行った。こうした Face to faceの

ビジネスメイクの機会が重要であり、日本にとっては資源確保、中東諸国にとっては産業の多角化という win-win

関係の構築にも資するものである。 

                                                      
19 米国、台湾、中国、韓国、香港、豪州、カナダ、英国、ドイツ、フランス、シンガポール、タイの12カ国 
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活力と競争を促すビジネス環境の整備、③より良い規制環境の実現、④市場をめぐる周辺環境の整備が求めら

れており、これらについて総合的な取組みを進めていく必要がある。 

 

(ⅴ)農商工連携 

我が国は、小麦や飼料穀物の輸入に伴い、カロリーベースの食料自給率こそ 40％にとどまっているが、我が

国農林水産物・食品の品質は海外で高く評価されており、高級食材としての需要が拡大している。世界的な「日

本食ブーム」もこの傾向を後押ししている。これまで、農林水産物・食品の分野は、製造業等の我が国の他産業と

比べ、生産性が低いとされてきたが、「成長産業」化に向けた飛躍の環境が用意されつつある。 

そもそも、我が国において、農林水産業は、食品関連産業や関連機器設備の製造業・施工業などへの波及効

果が大きい地域の基幹産業とされてきた。しかし、販路開拓や消費者ニーズへの対応などで、その強みを必ずし

も発揮できていない面がある。そこで、農林水産業者と商工業者がそれぞれの有する経営資源を互いに持ち寄

り、新商品・新サービスの開発等に取り組むこと（農商工連携）により、生産性を向上させ、農林水産業者、商工業

者の経営向上を図ることが重要である。また、これらの取組によって、疲弊が指摘される地域経済が活性化される

ことは非常に重要な意義を有する。 

上記の問題意識に基づき、経済産業省と農林水産省は、平成19年11月末に両省共同で「農商工連携促進等

による地域経済活性化のための取組について」を公表し、これに基づき、農商工連携に関する各種支援施策を

展開してきた。 

まず、両省は、農商工連携の身近な成功事例を広報・普及することで、事業者が農商工連携に取り組む気付き

を与えるため、2008 年 4 月に、農商工連携の先進事例を分かりやすく取りまとめた「農商工連携 88 選」の選定・

表彰を行った。 

続いて、同年5月には、農商工連携を法律面から支援するため、農商工連携関連2法（農商工等連携促進法・

企業立地促進法改正法）が成立した。農商工等連携促進法では、中小企業者と農林漁業者が、共同で行う新た

な商品やサービスの開発等の計画の認定を受けた場合に、事業資金の貸付や債務保証、設備・機械の取得に

対する税制等の支援、事業に係る経費への補助等を受けられることとしている。農商工等連携促進法に基づく事

業認定については、2008年9月の第１回事業計画認定を皮切りに、2009年3月末までに全国で190件の計画が

認定されている。 

また、予算面の農商工連携支援策として、2009 年度、経済産業省・農林水産省合わせて約330億円の農商工

連携関連予算を計上し、農林水産品を活用して行う新商品開発・市場化の支援、アンテナショップや直売施設等

が広域的に連携する取組を支援することとしている。 

こうした国内での取組に加え、我が国の農林水産物・食品の需要を拡大するため、これらの魅力を積極的に海

外に発信することが重要である。このため、輸出支援事業として世界各地に海外コーディネーターを配置し、海

外市場の情報収集・提供やマッチング支援などの強化を図っている。また、JAPAN ブランドの確立を目指し、海

外販路開拓を戦略的に支援するため全国事務局を設置し、輸出戦略プロデューサーを中心に情報発信・広報等

の戦略的プロモーション、海外見本市等への出展やバイヤーとのマッチング等を行っている。 

こうした農商工連携の取組は、農林水産業に製造業や流通業等の商工業の知恵を取り入れることにより、海外

に向けた我が国農林水産業の魅力発信に貢献するとともに、我が国の地域経済の活性化の鍵ともなるものであ

る。 
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コラム３６ 官民一体でタイへの地場産品販路開拓 

 西条市は、愛媛県東部ある製造品出荷額四国最大規模（約8,800億円21）を誇る工業都市である。沿岸部の臨海

工業団地には、アサヒビール、クラレ、今治造船、日新製鋼などの大手企業が立ち並ぶが、西条市内の二次産業

従事者の大半は、鉄鋼、機械など、大手機械メーカーの下請け中小企業に従事している。 

戦後から当地域の産業構造を下支えしてきたモノづくり中小企業の経営状況は、1990 年代の世界経済グロー

バル化の波に乗り順調に上昇傾向を示す製造品出荷額とは反比例する形で、悪化の一途を辿ってきた。そうし

た中で、西条市では新たな地域雇用を創出するため、豊富な一次産品の存在に着目し、一次産業と二次産業、

三次産業を繋ぎ合わせ、地域に新たな付加価値をもたらす六次産業化構想「食品加工流通コンビナート構想」を

打ち出した。 

 この食品加工流通コンビナート構想の一環として取り組んでいるのが、タイへの地場産品輸出販路開拓事業で

ある。これは、コスト面などで地方が不利となる大都市経由の間接輸出ではなく、四国からの直接輸出ルートを開

拓することを目的としている。そのために主眼となるのが、商社機能を有する地元企業の育成である。通常、農業

生産者や食品メーカーが単独で取り組むことが多い海外への販路開拓であるが、西条市は第３セクター産業支

援機関である㈱西条産業情報支援センターや地元企業の商社機能を活用した「食品輸出産業クラスター」を形成

することで、新たなビジネスチャンスを創り出している。 

 西条市では、これまで3カ年に渡りタイでの販路開拓に取り組んできており、平成20年1月には伊藤宏太郎西

条市長自らがタイへ渡航し率先して販促活動を行ってきた。そのＰＲの切り口は「SHIKOKU JAPAN」。スケールメ

リットを強調するため、地方自治体が自らの名称を使用せずに販促事業を行うことも特徴的といえる。 

 事業開始から丁度3年を迎える平成21年4月、愛媛県松山市の愛媛国際物流ターミナルにて、タイへの定期

輸出の開始を告げる第一陣コンテナへの商品積み込みが行われた。地方自治体の行政枠に捕らわれず、官民

が一体となることで誕生した新たな地域活性化策の動向に注目したい。 

 

四国フェアオープニングに出席する伊藤市長 

（左から３人目） 

 

 

 

 

 

 

(ⅵ)植物工場 

近年、農商工連携の代表例のひとつとして、「植物工場」と呼ばれる新たな農業生産システムが注目を集めて

いる。植物工場は、施設内で植物の生育環境（光、温湿度、二酸化炭素濃度、養液等）を人工的に制御すること

により、季節にかかわらず、品質の高い野菜などを安定的・計画的に生産できる。安全・安心な国産食材に対す

る消費者ニーズに合致するのみならず、若年層や高齢層にとっての新たな雇用の受け皿としても期待が大きい。 

経済産業省では、農林水産省と共同で「農商工連携研究会植物工場ワーキンググループ」を設置し、2009年４

月、植物工場の普及・拡大に向けた課題や支援策等を報告書として取りまとめた。同報告書では、植物工場産の

食材の販路拡大、基盤技術の研究開発、法規制の柔軟な運用等の事業環境整備などを進め、3年間で全国の植

                                                      
21 平成19年速報値 
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②変化に適応する強靱な経済構造の構築 

グローバリゼーションにより各国経済が世界市場と一体化したことにより、金融危機をはじめ今までは「対岸の

火事」であったような各国の事件が、我々の生活を直撃するようになった。そしてその影響も経済の相互依存が

高まるにつれ年々大きくなっている。また、日本企業の海外展開により、国内では想定していなかったようなさま

ざまなリスクに直面している。 

近年日本企業・社会が被った大きな損害例 

○世界的な景気後退 

○円高差損 

○株価暴落 

○エネルギー・食料価格の高騰 

○値下げ合戦（デフレ経済） 

○新型インフルエンザ 

○食品安全（輸入冷凍餃子問題等） 

○著作物の海賊版被害 

○ソマリア沖の海賊問題 

○阪神淡路大震災、新潟県中越地震 等 

「ヤング・レポート（1985）2324」や「パルミサーノ・レポート（2004）25」で有名な米国競争力評議会（COC: Council on 

Competitiveness）は、2007年6月に「レジリエンス（弾力性）・サミット」を開催し、いかにダメージに強い経済を作

るかについて議論を行っている。このサミットでの議論を踏まえ、COCは同年7月に「Transform．The Resilient 

Economy: Integrating Competitiveness and Security」を発表し、「9.11テロの経験を踏まえて分かったこと

は、重要なのは安全性ではなく弾力性だということである」との結論を下した。すなわち、「国家が目標とすべきは、

国土の安全だけではなく、経済的な弾力性、すなわち経済の混乱を沈静化させ、すばやく回復する能力である。」

という表現に代表されるように、いかに危機に立ち向かうか、その能力こそが重要であると提言している。（いわゆ

る社会の「免疫力」を高めることの重要性を指摘していると思われる。）  

 ここでいう“Resilience（レジリエンス）26”とは、激変する経済環境に自ら適応し、進化を遂げる能力であり、リス

クインテリジェンス、柔軟性（flexibility）、迅速性（agility）からなる。優れたレジリエンスを持つ企業の事例と

しては、ウォルマートのサプライチェーンが挙げられており、カトリーナ台風の影響があった地域において 66％

                                                      
23 米国レーガン政権が設立した「産業競争力委員会」（President's Commission on Industrial Competitiveness）が1985年

にまとめたレポート「Global Competition - The New Reality」の別称。米Hewlett-Packard Co.の社長だったJ. A.Young氏

が委員長を務めていたことから，その名を取ってヤング・レポートと呼ばれる。本報告書は米国の産業競争力の向上を

狙って作成されたもので、研究開発税制の優遇措置の拡大、共同研究に関する独占禁止法の障壁撤廃、知的財産の

保護強化、赤字の解消、政府・産業界・労働組合との間の実効性ある対話等の提案が行われるなど、その後の米国の

科学技術・イノベーション政策に大きな影響を与えた。 
24 COCはヤング・レポート作成の流れを受けて設立されたが、設立は1986年。ヤング・レポートを作成したのは正確に

はCOCではなく上記産業競争力委員会。 
25 パルミサーノ・レポートとは、2004年12月にCOCが開催した「国家イノベーション・イニシアティブ（National Innovation 

Initiative = NII）サミット」で発表された報告書『Innovate America：Thriving in a World of Challenges and Change』のこと。産

業界・学界・政府・労働界を代表する400名以上のリーダーが15ヶ月かけて作成したもので、多くの諸国が市場経済を採

用し、コストや質という面で米国と競争可能になっている21世紀の世界において、コンペティティブ・エッジ（競争の優位

性）を授けてくれるのはイノベーション以外にはないと結論づけている。 
26 Resilience is the capability for complex systems to survive, adapt, evolve and grow in the face of turbulent change. 
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の店舗が 24時間以内に復旧し、93％が７日以内に復旧したとされる。また、ウォルマートでは、カトリーナ台風が

まだ大西洋上で熱帯低気圧だった時から、商品供給ルートの代替案の検討を始めている27。 

COCは、上記「Transform.」に続き、リーマン・ショック直後の2008年10月に「Prepare.」を発表し、『我々はグロ

ーバル化によってより密接につながり相互依存するようになった結果、一つの地域の出来事は他の地域に大き

な影響を与えるようになった、そして、未来を正確に予測することは不可能かもしれないが、一つだけ明らかなこ

とがあるとすれば、通常のリスクマネジメントだけでは企業や国の競争力や安全を守ることはできない、新しい経

営革命が起こるとすればこの「リスクマネジメントと弾力性」の分野であろう』と結論づけている。こうした概念は、食

料安全保障やエネルギー安全保障など、我が国経済の様々な分野にも応用可能と考えられる。 

リスクマネジメントの取組は米国だけでなく世界各地で行われており、WEF（世界経済フォーラム）では、本年1

月に「Global Risks 2009」を発表した28。本報告では、世界経済が直面するリスクがその予想被害額と発生可能性

からマッピングされており、特に危険なのが「6.資産価格の暴落」、「７．世界経済（先進国）の収縮」、「２．石油・ガ

ス価格の急騰」や、「31．慢性病」、「4.中国経済の景気後退（GDP成長率が年率６％へ）」、また「5．財政危機」や

「29.パンデミック（鳥インフルエンザ等）」等も挙げられている29。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
27 「Transform.」による。なお、ウォルマートの情報力は、1987年にロジスティクスのために独自に人工衛星を打ち上げたことでも有

名。ウォルマートの世界に広がる先進的なサプライチェーンマネジメントについては、NHKスペシャル「同時３点ドキュメント」（2006年

10月29日放送）でも紹介されている。 
28 Global Risks Reportは2006年から発表されており、今年で4年目。 

29 日本語版作成：マーシュジャパン株式会社／マーシュブローカージャパン株式会社及びスイス再保険会社日本支店  
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第3-1-2-5図 2009年グローバルリスクの展望 
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日本においても、2007年7月、新潟県中越沖地震で自動車部品メーカーであるリケンが被災して操業停止した

ときに、日本中の完成車メーカーをはじめ関係企業が続々と復旧に駆けつけ、わずか 1週間後にほぼ生産が再

開できたように、日本企業・社会には極めて強靱な部分もある30。 

企業においては BCP（Business Continuity Plan：事業継続計画）が着々と整備されるなど31、リスクへの対応

が進められている。政府においても自らの BCPの策定をはじめ、日本経済全体の BCP、様々なリスクへの対応計

画の策定とリスク発生時の機動的対応が求められる。 

第3-1-2-6図 リスクマネジメントのプロセス32 

 

 

 社会全体のリスク対応能力を高めるためには、ＢＣＰのような「事前の備え」も有効であるが、保険制度も同様に

極めて有効である。自動車事故を起こしても個人が破産しないのは、車の所有者に自賠責保険への加入が義務

づけられているためであり、医療保険や介護保険、失業保険、労災保険等も、個人や会社が抱えきれないリスク

を社会全体でカバーすることを可能にする。今後は、こうした公的保険制度に加え、個人の抱える様々なリスクを

カバーできる保険商品の開発が望まれる。 

 

コラム３７ 新型インフルエンザの経済への影響 

今回の新型インフルエンザの経済的影響については、現時点では正確な数字は計算できないが、世界銀行

は、鳥インフルエンザを想定したインフルエンザの世界的流行の経済的インパクトを、発生初年度で以下のとお

りと想定している33。 

   影響度軽微シナリオ GDP成長率を - 0.7％引下げ （死者  140万人）  

     〃 中程度シナリオ    〃    - 2.0％引下げ （ 〃 1420万人）  

     〃 深刻シナリオ       〃    - 4.8％引下げ （ 〃 7110万人） 

 

                                                      
30作家の山根一眞氏は、このリケンの「奇跡の復旧劇」が物語る日本の力を「日本力」と呼んでいる。 
31 リケンが早期に復旧できた理由には、中越沖地震の3年前にあった地震のあとにBCPを作成し、作業データを毎日埼

玉県のデータセンターにバックアップしていたこと、社屋の耐震工事を進めていたこと、もある。 
32 東京海上日動リスクコンサルティング資料より作成 
33 “Evaluating the Economic Consequences of Avian Influenza” Andrew Burns, Dominique van der 
Mensbrugghe, Hans Timmer (2008)  

①企業による取組を政府が支援 

②政府は経済全体のリスクマネジメントを実施  
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コラム第37-1表 鳥インフルエンザ大流行時の経済的影響（初年度のGDPへ変化） 

 軽微 中程度 深刻 

世界 -0.7 -2.0 -4.8 

高所得国 -0.7 -2.0 -4.7 

途上国 -0.6 -2.1 -5.3 

東アジア -0.8 -3.5 -8.7 

欧州・中央アジア -2.1 -4.8 -9.9 

中東・北アフリカ -0.7 -2.8 -7.0 

南アジア -0.6 -2.1 -4.9 

死者数（百万人） 1.4 14.2 71.1 

資料：世銀。 

要因は、死亡12％、病気及び欠勤28％、感染予防行動60％となっており、感染予防行動による経済活動収縮

の影響が最大である。感染予防行動の影響は、①（密閉された）航空機による旅行の減少、②感染地域への旅行

の減少、③不要不急の買い物や外食、旅行等の減少などによるものとされている。また、経済的被害額は、中シ

ナリオ（GDP成長率を3.1％引下げと想定）で2兆ドル、深刻シナリオ（同-4.8％引下げと想定）で3.13兆ドルに達

すると予想している。 

 

コラム第37-2図 鳥インフルエンザ大流行の経済的影響 

  

 今回の新型インフルエンザは、弱毒性のため死亡等の被害は比較的軽微と想定されるが、仮に国内に大発生

すると、感染予防活動は同じレベルで行われることが想定される。 

 

③「世界の課題解決国家」を目指して 

 日本は、ヒト、モノ、カネ、ワザ、チエの提供を通じて、世界の様々な課題を解決できる力を有している。それら

を、持続可能な、かつ日本にとっても相手国においても利益となるような仕組みを構築し、世界の課題を解決しつ

つ、かつ日本の利益にもなる、「課題解決ビジネスモデル＝Win-Winモデル」を構築するべきである。 

具体的には、 

a)技術の海外展開：太陽光発電やエコカー、省エネ機器、水処理技術など先進的な技術を海外に普及し、世界

 

死亡 12％ 

病気及び欠勤 28％  

感染予防活動 60％ 
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次世代エネルギーパーク 

 

 

 

《政策事例》アジアにおける資源循環の構築 

 アジア各国は、経済の発展に伴い、大気・水・土壌汚染に加え、工場から排出される産業廃棄物や大都市の生

活ゴミなどに関する課題にも直面している。アジアの中には、我が国の廃棄物処理やリサイクルに関する制度・技

術や経験等を積極的に吸収し、環境問題の解決につなげていきたいとする国々がある。 

 我が国としては、アジア域内での資源循環システムを構築していく上でも、アジア各国の取組に対して積極的

に協力・貢献していくべきである。その際、環境問題の解決に当たっては、単なる技術の提供のみならず、制度・

仕組みもパッケージで展開していくことが不可欠という視点が重要である。 

このため、我が国としては、引き続き、東アジア・アセアン経済研究センター（ＥＲＩＡ）や政策対話の場を通じて、

各国のリサイクル制度構築に向けた取組を後押しするとともに、循環型都市協力等を通じて、我が国の技術や経

験等の展開を図っていく。また、こうした協力を通じて、我が国のリサイクル関連企業のアジア進出を支援するとと

もに、アジア各国において適正な資源循環のシステムを構築することにより、現地の我が国製造業の事業環境整

備に貢献していく。 

 

 

 

 

札幌市（北海道）札幌市（北海道）

六ヶ所村（青森県）六ヶ所村（青森県）

太田市（群馬県）太田市（群馬県）

出雲市（島根県）出雲市（島根県）

山梨市（山梨県）山梨市（山梨県）

茨城県茨城県

御坊市（和歌山県）御坊市（和歌山県）

真庭市（岡山県）真庭市（岡山県）

北九州市（福岡県）北九州市（福岡県）

玄海町（佐賀県）玄海町（佐賀県）

長崎県長崎県

阿南市（徳島県）阿南市（徳島県）

愛知県愛知県

開園（２００９年４月現在）

開設済み
認定済み
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《政策事例》世界の人々を癒すロボット「パロ」 

 「パロ」は、独立行政法人産業技術総合研究所が開発したアザラシ型のメンタルコミットロボット34である。パロは、

「最も癒し効果の高いロボット」として 2002 年ギネスブックに登録され、2006 年には海外で映画化されるなど、各

方面で注目を集めてきた。現在も、国内の様々な施設だけでなく、スウェーデン、イタリア、フランス、アメリカの高

齢者向け施設や病院などで、パロによるロボット・セラピーの研究が行われ、アルツハイマーをはじめ数々の症

状への良好な効果が示されている。2008年には、デンマークの高齢者向け施設に1000体が導入されることが決

定されるなど、日本のハイテク技術及び職人技は世界の人々を癒し続けている。 

 

スウェーデン・カロリンスカ病院でのパロによるロボット・セラピー 

（３）オールジャパンとしての取組の必要性 

 以上の３つの視点に立って対外経済政策を実施するのは基本的には政府の役割だが、経済を動かすには当

然ながら政府だけではなく様々な経済主体が関わる。また、政府自体もどのような存在であるべきかについて議

論がなされている。 

 

①効率的な政府 

 高度化・複雑化する現代社会において、我々が直面する課題もまた高度化・複雑化している。ちょうど成人病は

手術だけでは治せないように、さまざまな要因が絡み合った社会の課題解決のためには、関係者が共通の認識

に立ち、課題解決のために総力を結集することが不可欠である。そこで必要とされるのは、大きな政府でも小さな

政府でもなく35、問題を解決できる効率的な政府である36。社会は多様化し、成熟すべきであるが、行政は一層効

                                                      
34 メンタルコミットロボットとは、人と共存するロボットで、かわいいや心地良いなど人からの主観的な評価を重視し、人

との相互作用によって、人に楽しみや安らぎなどの精神的な働きかけを行うことを目的にしたロボットをいう。 
35 『「官から民へ」といったスローガンや、「大きな政府か小さな政府か」といった発想だけでは、あるべき
姿は見えないということです。  

 政府が大きくなり過ぎると、社会に活力がなくなりました。そこで多くの先進諸国は、小さな政府を目指し、

個人や企業が自由に活動することで活力を生み出しました。しかし、市場にゆだねればすべてが良くなる、とい

うものではありません。サブプライムローン問題と世界不況が、その例です。今、政府に求められる役割の一つ

は、公平で透明なルールを創ること、そして経済発展を誘導することです。もう一つの政府の役割は、皆が参加

できる社会を創ること、そして安心な社会を実現することです。』（麻生総理４月９日スピーチ） 
36 問題解決や成果を重視する考え方は、NPM(New Public management)として米国、英国等で広く導入され
ている。民間の経営手法を公的部門に応用した公的部門の新たなマネジメント手法で、プロセス管理から成果管
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率的となる必要がある。 

今回の世界経済危機に対応するため、世界各国で大規模な財政出動が行われているが、これは現在の深刻

な「世界的需給ギャップの解消」という病気のための非常手段＝カンフル剤である。今回の病気に効くからといっ

て、常にこのクスリを使い続けるべきではなく、中長期的には基礎的財政収支（プライマリーバランス）を均衡させ、

財政の持続可能性（sustainability）を確保しなくてはならない。政府の対策は、その対策の規模（量）によってでは

なく、現在の社会問題を効果的に解決することができるかどうか（質）に基づき判断される必要がある。 

こうした政策の質を担保するためには、「世界で（費用対効果で）トップレベルの行政サービスを提供する」こと

を目標としつつ、各国の優れた政策を研究してベンチマーク（比較基準）とする必要がある。また、先進事例を学

ぶだけでなく、国際的な相対的レベルを把握するため、何らかの国際指標が作成されるべきであろう。具体的に

は、世界銀行が外国企業の現地での事業のしやすさを相対評価した「Doing Business」、ＩＭＤ（スイスにある国際

経営開発研究所）の国際競争力指標等を参考にしつつ、施策の目標に合った総合指標を作成することが望まし

い。社団法人日本プロジェクト産業協議会（JAPIC）は、日本とアジアの経済関係を強化するための総合指標を

「JAPIC版国際競争力指標（JADEX）」として作成するとともに、指標改善のための研究を行っている。 

 

②社会の問題解決における各主体の役割 

 問題を解決するためには、①問題の発見、②問題の定義（目標設定）、③対策の立案と実施、④効果の測定と

再発防止、の手順が必要となるが、これらすべてを政府ができるわけではなく、またすべきでもない。社会の問題

（public problem）の解決には、企業は事業活動やCSR(Corporate Social Responsibility：企業の社会的責任)を通じ

て重要な役割を果たすし、市民もその購買行動や資金提供、ボランティア等の活動を通じて大きな影響を与えう

る。また、大学等研究機関の行う技術開発は多くの問題を解決しうるし、マスコミは問題の発見や解決のための資

源の動員に極めて重要である。コミュニケーションは社会問題解決のための万能薬であり、マスコミはそのコミュ

ニケーション手段を提供できる。政府（government）の語源は、ギリシア語の「舵取り（κυβερνάω：導く）」にあるとい

われているが、政府の本来の仕事は舵を取ることで漕ぐことではない。社会の様々な主体が自ら社会の問題解

決に取り組むことで、政府は「舵取り」に専念し効率的に業務を行うことができる37。 

 例えば、第2章で触れた「イノベーションの推進」も、政府自身がイノベーションをするわけではなく、イノベーシ

ョンを行うのは企業であり市民である。政府が行うのはイノベーションが起こる環境整備であり、世界で最もイノベ

ーションが結実しやすい社会の仕組みの構築にすぎない。政府の取組はイノベーション推進の「必要条件」（最

低限必要なこと）であって「十分条件」（それをすれば目的が達成されること）ではない。 

○イノベーションとは、技術の革新にとどまらず、これまでとは全く違った新たな考え方、仕組みを取り入れて、新

たな価値を生み出し、社会的に大きな変化を起こすことである。このためには、従来の発想、仕組みの延長線上

での取組では不十分であるとともに、基盤となる人の能力が最大限に発揮できる環境づくりが最も大切であると

いっても過言ではない。そして、政府の取組のみならず、民間部門の取組、さらには国民一人ひとりの価値観の

大転換も必要となる。したがって、イノベーションの創出・促進に関する政策は、従来の政府主導による「個別産

業育成型」、「政府牽引型」から、国民一人ひとりの自由な発想と意欲的・挑戦的な取組を支援する「環境整備型」

へと考え方を大きく転換していかねばならない。 

○世界のイノベーション競争は、イノベーションの種（その多くは科学技術の成果であるが）を如何に早く効率的

                                                                                                                                                                      
理へ、顧客重視、分権化、競争と市場アプローチによる効率化、予防の重視等を特色とする。D.オズボーン、T.
ゲーブラー『行政革命』等。 
37 NHKのテレビ番組『難問解決！ ご近所の底力』では、住民自らが地域の問題解決に取り組む事例が紹介さ
れている。 
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に育て社会に適用していくか、あるいは如何にそうした種が結実し易い社会の仕組みを構築していくか、という競

争であると言っても過言ではない。 

（平成19年6月1日閣議決定『イノベーション 25』より抜粋） 

 政府が対策を講じるだけでなく、社会の各主体がそれぞれの役割を担い、自らの力を発揮することで、イノベー

ションの不足という社会問題ははじめて解決される。まさに「政府は目指すべき日本の未来像を国民と共有し、一

丸となって取り組むことが必要（イノベーション 25）」なのである。 

 
 

 さまざまな社会の問題＝「病気」を直すためには、高度なマネジメント手法＝「医学」が求められる。社会は複雑

な体系であり、見よう見まねの治療法では、目の前の問題を解決できても、別の問題を発生させる、病状をかえっ

て悪化させる可能性もある。社会の問題解決の成功例・失敗例を丁寧に分析し、社会の問題解決のマネジメント

手法、いわば社会の病気を治療する医学＝「社会医学」を早急に確立し、体系化して、目の前の症例への対策に

苦しむ現場へ届けられるクスリを早急に創り出す必要がある。 

“One for all, all for one.”― 社会問題の解決は政府の力だけでは困難であり、産民学報官の一体となったオー

ルジャパンの取組をいかに進めるかについて、日本人１人１人が社会の一員として考える必要がある。 

 

コラム３８ 合成の誤謬（ごびゅう）と政府の役割 

 個人としては美徳であっても、みんながすると悪徳になることがある。例えば、不況の際に、一人一人が生活防

衛のために消費を切り詰めると、結果的に個人消費が下がり景気は一層悪化する。保護主義も同様で、一国が自

分の経済を守ろうと海外からの輸入を制限すると、各国が同様の報復措置を行い、結果的に世界の貿易量が激

減して不況は一層悪化し、当初の目的である「自分の国だけでも守ろう」とした意図とは反対の結果になってしま

う。 

 資源の効率的な配分を実現する市場原理も決して完璧でなく、政府は市場原理の不完全性を補う必要がある。

こうした「合成の誤謬」の回避は、市場原理に任せていただけでは不可能であり、政府の役割が求められる。例え

ば、ブラジルのルーラ大統領は、「景気が悪化した今こそこれまで貯めていたお金を使うべきだ、我々はそのた

めにこれまで汗をかいて働いてきたのではないか」と国民に消費の拡大を訴え、個人消費の回復につなげてい

る。 

 

例 イノベーションの推進

イノベーションによる
「内需拡大」「社会の問題解決」

例 ： 新幹線、コンビニエンスストア、
宅配便、インターネット、携帯電話など

市民
○イノベーションに関心をもつ
○高度・多様なニーズを表明する
○新製品・サービスを積極的に購買する
○ベンチャー企業へ資金支援を行う
○NPOに参加したり社会起業家となって
自らイノベーションを創出する

企業
○新製品・サービスを開発・提供する
○高度・多様なニーズを表明する
○新製品・サービスを積極的に購買する
○ベンチャー企業へ資金提供を行う

政府
○今後社会で必要とされる技術・サービス等を明らかにする
○各主体がイノベーションを推進するためのボトルネックを解消する
○優れた商品・サービス等を認定し、積極的に購買する

大学
○技術開発を行う
○企業等への技術交流を行う
○大学発ベンチャーを支援する

マスコミ
○イノベーションに関心をもつ
○新商品・サービスや、イノベーションの成功事例等を広く
報道し、社会におけるイノベーションへの関心を高める
○各主体が「つながる」（ネットワーク化）ための支援を行う
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コラム３９ 「人本主義」の復権へ向けて 

 今回の世界金融危機では、金融工学を駆使し徹底的に資本効率を高めた「金融資本主義」の限界が露呈した。

しかし、世界が効率性を追求し、かつ資産超過が存在し続けるかぎり、「金融資本主義」は再び力を取り戻し、成

長の源泉となる可能性がある。 

 今世界で求められているのは、幸福の追求の「手段」であったはずのマネーが「自己目的」化してしまった「金

融万能主義」に対抗する新たな軸である。それは、「人間中心の経済システム」＝「人本主義」でなくてはならない。

日本は「人本主義」による企業経営と社会運営の経験と実績を持つ世界でも希有な国であり、今こそ日本から「人

本主義（人間中心資本主義：Human centered capitalism）を世界に改めて発信しなければならない。 

かつての経営家族主義による日本型雇用慣行、すなわち「長期雇用慣行」「年功賃金」「企業内組合」は、キャ

ッチアップ型・途上国型の経済システムであり、経済成長率の低下に伴い人件費の高騰等さまざまな問題に直面

した。1990 年代後半からの日本経済の失速により、こうした日本的経営は世界的に注目されなくなったが、その

中心にある「人こそが経営資源であり、企業は株主だけのものではなく、地域社会を含めすべての利害関係者を

幸せにするために存在すべき」という経営哲学・モラルは、依然として日本のみならず世界で通用するものである。

これは、短期的な資本効率を過度に重視するのではなく、長期的な企業の発展と持続性を重視する「株主」「経

営者」「従業員」「消費者」「政府」の組み合わせでもある。 

  少子高齢化が進む日本にとって、一人一人が貴重な資源である。だからこそ、日本は「世界一、人を大切にす

る社会」「一人一人が持てる能力をすべて発揮でき、イノベーションを進める社会」「一人一人が生きていて良かっ

たと思える社会」に挑戦する必要がある。 
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